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株式のご案内 THE BANK OF SAGA

決 算 日

配 当 金

定 時 株 主 総 会

定 時 株 主 総 会 の
基 準 日

公 告 方 法

株 式 取 扱 手 数 料

毎年3月31日

　期末配当は、株主総会の決議によって、毎年
3月31日の最終の株主名簿に記載または記
録された株主または登録株式質権者に対しお
支払いいたします。
　中間配当を行う場合は、取締役会の決議に
よって、毎年9月30日の最終の株主名簿に記
載または記録された株主または登録株式質権
者に対しお支払いいたします。
　なお、配当金のお受け取りには、お近くの当
行本支店または出張所の｢預金口座振込｣をご
利用いただきますと、早くて便利です。

毎年6月

毎年3月31日
上記のほか必要があるときは、あらかじめ公告
して定める日。

　電子公告により行います。ただし事故その
他やむを得ない事由によって電子公告をする
ことができない場合は、日本経済新聞、佐賀市
において発行する佐賀新聞および福岡市にお
いて発行する西日本新聞に掲載して行います。
公告につきましては、下記のホームページアド
レスに掲載して行います。
https://www.sagabank.co.jp

単元未満株式の買取・買増手数料
（1）1株当たりの買取価格または1株当たりの買増

価格に1単元の株式数を乗じた合計額のうち
100万円以下の金額につき        1.150％
100万円を超え   500万円以下の金額につき

　                                   0.900％
500万円を超え1,000万円以下の金額につき

　                                   0.700％
（円未満の端数を生じた場合には切り捨てます。）
ただし、1単元当たりの算定金額が2,500
円に満たない場合には、2,500円です。

（2）証券会社等および株式会社証券保管振替
機構に対して支払う手数料は、株主様のご
負担となります。

証券コード：8395

C 案

東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行

東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行 本店証券代行部

〒168－8507　東京都杉並区和泉二丁目8
番4号
みずほ信託銀行 証券代行部
70120－288－324  （土・日・祝日・年末年
始を除く  9：00～17：00）

みずほ信託銀行
　本店および全国各支店（トラストラウンジは
除きます）
みずほ証券
　本店、全国各支店およびプラネットブース
※未払配当金のお支払いについては、みずほ銀行の
本店及び全国各支店でもお取扱いいたします。
　（みずほ証券ではお取次ぎのみとなります）

東京証券取引所、福岡証券取引所

・証券口座にて株式を管理されている株主さま
 お取引の証券会社
・証券会社とのお取引がない株主さま
 みずほ信託銀行 証券代行部

70120－288－324  （土・日・祝日・年末
年始を除く  9：00～17：00）　

株 主 名 簿 管 理 人
および特別口座の
口 座 管 理 機 関

同 事 務 取 扱 場 所

郵 便 物 送 付 先
電 話 お 問 合 せ 先

お 取 扱 店

上 場 証 券 取 引 所

各種手続のお申出先

特別口座でのお手続用紙は、以下の株主
名簿管理人のホームページでも取得でき
ます。
ホームページアドレス
https://www.mizuho-tb.co.jp/daikou
/index.html 
（お手持ちのプリンターで印刷のうえご利
用ください。）



　金融機関を取り巻く環境が従来にも増して激しく、かつ大きく変わろうとする中で、当行は確固たる営業基盤
と強靭な経営体質を築くため、3か年計画の中期経営計画を策定しております。

中 期 経 営 計 画

経 営 の 基 本 方 針

　地域に根をおろす地元
の銀行として、地場産業
の振興・発展をお手伝い
するとともに、地域社会の
皆さまの豊かな生活づく
りと地域文化の向上にお
役に立つよう努めます。

地域社会の発展に
奉仕する

　お客さまにご満足いた
だけるサービスの向上を
目指します。
　また、時代の変化に積
極的に対応した経営によ
って株主の皆さまの期待
にお応えします。

顧客および株主の
信頼に応える

　人間尊重の風土を育む
とともに、よりよい職場環
境の醸成によって行員一
人ひとりの豊かな生活づ
くりを目指します。

従業員の福祉を
向上させる

未来をみつめ、地域の発展を願って 平 成 　 年 　 月 期 の 決 算30 3
　経常収益につきましては、有価証券等の市場取引に係る収益を構成するバイライト取引（金融派生商品収益と国債等債券売却
損を組み合わせた取引）を、金融市場の動向をふまえて80億70百万円減少させたこと等があったものの、貸出金残高が順調に増
加したことを主因として、貸出金利息収入が184億43百万円となり、平成20年3月期以来の前事業年度比1億円の増加に転じた
ことや、完全子会社化実施に伴う完全子会社各社からの受取配当金収入84億98百万円等により、前事業年度比2億52百万円増
加し437億60百万円となりました。
　経常利益につきましては、上記経常収益の増収要因に加え、前事業年度と比べ貸倒引当金戻入益が2億86百万円増加したこと
や営業経費が10億18百万円減少したこと、及び国債等債券売却損が63億65百万円減少したこと等により、前事業年度比78億
84百万円増加し112億78百万円となりました。
　また、当期純利益につきましては、退職給付財政の健全化を目的として当行が保有する上場株式の一部を退職給付信託に拠出
し退職給付信託を設定したことに伴い、特別利益として退職給付信託設定益を22億24百万円計上したこともあって、前事業年度
比97億38百万円増加し125億97百万円となりました。
　なお、利益の太宗をなす資金利益につきましては、貸出金残高が順調に増加したことを主因として、貸出金利息収入が平成20年
3月期以来の前事業年度比増加に転じ、結果、預貸金利息収支差も前事業年度比2億95百万円増加したことや、完全子会社化実
施に伴う完全子会社各社からの受取配当金収入84億98百万円の計上等により、前事業年度比82億89百万円増加し340億35百
万円となりました。

　平成30年3月末の総預金残高は、個人預金が342億円、一般法人預金は397億円伸びたことで、前事業年度末比795億円増加
し2兆2,377億円となりました。地区別では佐賀県で574億円、福岡県で213億円、それぞれ増加しました。
　総貸出金に関しましても、地方公共団体向け貸出金が前事業年度末比157億円減少した一方で、中小企業さま等への貸出金残
高は前事業年度末比729億円増加しました。地区別では佐賀県で279億円、福岡県で455億円、それぞれ増加しました。この結
果、総貸出金残高は前事業年度末比587億円増加し1兆5,152億円となりました。
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　私ども佐賀銀行は｢地域密着と健全経営｣に徹し、地元金融機関として良質な
金融サービスを提供し業務を通じて地域社会の発展に奉仕します。

経 営 理 念

目   次

創　　　業　　
1882年3月9日

設　　　立　　
1955年7月11日

資　本　金　　
16,062百万円

本店所在地　　
佐賀市唐人ニ丁目7番20号

従 業 員 数　
1,434名

株　主　数　　
6,441名

店　舗　数　　
103カ店（ 佐賀県61カ店　福岡県38カ店
  長崎県 3カ店　東京都1カ店）
拠　点　数　　
83カ所（ 佐賀県51カ所　福岡県28カ所
　　　　長崎県 3カ所　東京都1カ所）
上記の他店舗外ＡＴＭ（現金自動設備）設置98カ所

※拠点数は、ブランチ・イン・ブランチ方式による
　店舗統合後の営業拠点数です。

当行の概要

ごあいさつ

当行の基本的考え方

業績ハイライト

地域の皆さまとともに

財務データ

1
3
4
6
7

　皆さま方におかれましては、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。
平素は格別のお引き立てをいただきまして、誠にありがとうございます。
　ここに、当行第90期（2018年4月1日から2019年3月31日まで）の営業の
概況と決算の内容につきましてご報告を申し上げます。
　今後とも皆さま方のあたたかいご支援をお願い申しあげます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2019年6月

取締役頭取

ごあいさつ

(2019年3月31日現在)
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